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英語教員が、英語教育政策についてどう思うのか？

日本における英語教育政策
ｉ

　大学における英語教育の改善および国際化が、文部科
学省の数十年来の英語教育政策目標として進められてき
た。これらの目標はおおむね満たされていない（文部科
学省，2015）ことが、周知の事実であるが、時間の経過
とともに英語教育を包括する社会政治的状況も変化して
きており、それにつれて、文部科学省の焦点にも変化が
見られる。最大の変化は、internationalism（国際化）か
ら globalism（グローバル化）への変遷（Nakane, Otsuji, 
& Armour, 2015）と、文法中心の教育法から、コミュニ
ケーション、つまり話す能力を中心とした教育法への変
遷（Kubota,  2002）である。たびたび話題になっている
英語の大学入試の四技能重視（話すこと ・ 聞くこと ・ 読
むこと ・ 書くこと：その重視傾向について早瀬 ・ 林 ・ 江

口，2018を参照されたい）等も、上記の変化の裏返しだ
といえよう。
　そういった変化による結果の一つは、文部科学省が近
年バズワードとして取り上げることが多い「グローバル
人材」、つまり日本国内外、多様に活躍できるという人材
の育成への注目だろう。内閣府によって2011年に結成さ
れたグローバル人材育成推進会議以来、グローバル人材
の育成を推進する取り組みが文部科学省によって給付さ
れる助成金の受理条件になっていることも多く、日本の
英語教員がないがしろにできない概念となっている。そ
の中でも、グローバル人材の推進の重要な一角は、大学
における英語による学位プログラムの開発となっている

（Brown, 2014）。その動向には２つの目的が潜んでおり、
国際的な環境で活躍できるように高度な外国語能力（＝
英語能力）の持っている日本人の人材育成が狙われてい
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る一方、留学生の大学入学における障壁、つまり高度の
日本語の必要性を加減することも目的となっている

（Hashimoto, 2017）。
　その関係で、外国語のみで勉学できるという学位プロ
グラム開発が、スーパーグローバル大学という、近年の
大学における英語教育関連の最大規模の文部科学省によ
る助成事業の採用にあたる高得点であった（高等教育局
高等教育企画課国際企画室調整係，2018）。当事業では、
2017年だけでも37校に約63億円給付されたが、選別にあ
たり、大学が国際化推進を総合的に進めるという企画書
を提出する必要があり、具体的に多様性 ・ 流動性を育む
プログラムや、留学への機会 ・ 語学科目の充実化等のみ
ならず、大学におけるガバナンス改革も、評価的に求め
られた（Ministry of Education, Culture, Sports, Science 
and Technology-Japan, 2018）。その背景もあろうか、スー
パーグローバル大学として採用された機関のほとんどが、
採用以前からでもすでに充実した国際的なプログラムを
設けていたという、権威と競争心の大学であった（当プ
ロジェクトに対する批判的な考察として、Burgess, 
Gibson, Klaphake, & Selzer, 2010を参照されたい）。
　そういった改革的な試みが、多くの大学には高峰の花
になっていることは言うまでもない事実である。その理
由として、文部科学省の英語教育政策における焦点と要
求と、現場におけるニーズの間に大きなずれが生じてい
ることが指摘できる。これまでは日本の英語教育政策に
は、その内容面における必要性 ・ 妥当性の検証が十分に
行われないまま、データによる裏付けが欠如される傾向
があった（寺沢，2015）。結果的に、政策における一貫性
が見られないことや、急な変化が求められることが多い。
そのよい例は、英語の大学入試における四技能重視と、
民間企業による試験結果で入試の免除または補助すると
いう制度である。民間企業による試験を入学の選抜選考
に活用することが、文部科学省によって大学に要求され、
2020年度の入試（2021年入学）に活用できるよう、急速
に働きかけられ、各機関が至急に対応法等を検討してい
た（早瀬等，2018）。それにもかかわらず、萩生田文科相
による不適切な発言（「身の丈ほど」：神原 ,  2019）や、
様々な懸念がはば広く見られてから、民間企業による試
験の選考採用を、４年後の2024年実施の試験に見送るこ
とになった（日本経済新聞，2019）。
　現場と政策の重要なずれの一つは、文部科学省の英語
教育政策に従い、国際化を狙い、留学生の入学拡大を図
るという目的で英語による専門科目の設置等（Ishikawa, 
2011）という動きが見られながら、現場ではリメディア
ル教育が必要になってきたことである。リメディアル教
育が、大学進学率が上昇した時代に初めて注目され、2009
年に高校卒後、短大 ・ 大学を含む第３期教育機関への進
学率が50％を突破した（Mori, 2002）。この上昇に応えら

れるよう、新しい大学や、既存の大学における新学部が
多く設立された。ところが、進学率が上昇した半面、近
年では少子化に伴い、進学者の絶対数が減少している中、
大学におけるリメディアル教育の性質が根本的に変わっ
た（Mori, 2002）。
　こうして定員割の恐れを抱えている大学では、以前と
比べて学力が低いという学生を受け入れるプレッシャー
が感じられる（Mori, 2002；山田，2009）。実際に、俗に

「Ｆランク大学」や「ボーダーフリー大学」（葛城，2016；
山田，2009等）とも呼ばれている、競争的入学ではない
大学が注目されるようになっており、一般ニュース等に
も頻繁に取り上げられている（長井，2019等）。定員割れ
が続いた結果として閉校を防げなかった大学もすでに出
始めており（2013年 ・ 三重中京大学、2015年 ・ 聖トーマ
ス大学、2017年 ・ 東京女学館大学等）、今定員割れしてい
ない大学でも、これからは自分だという可能性が否めら
れない。
　受け入れる可能性のある学生層を広げるために、多く
の大学がこれまで従来の学術能力試験とは異なる形式の
試験を採用している。その中でも、推薦入試というのが
一般化している。大学側からする推薦入試の利点は、肯
定的に捉えれば従来の入試では発揮できない能力のある
多様な学生の受け入れにつながる、否定的に捉えれば偏
差値を下げずに学生が確保できることにある。しかし、
学術能力における多様性が生まれる結果として、学生の
能力レベルにはばらつきが見られ、とくに入学者の英語
能力とは否定的な相関を持っているようだ（河内山，
2010；目時，2014）。つまり、リメディアル教育は多様な
学生のニーズに応えるだめだけではなく、学術的に追い
ついていない学生への対応のためにも必要なものと捉え
られる。その背景もあり、日本のリメディアル教育学会
が2005年に設立され、「リメディアル教育」が、日本社会
における重要な概念になっている。
　上記より、日本における英語教育政策の対象者が二極
化していることが明らかである。すなわち、文部科学省
のグローバル化の促進を中心とする政策と、普及してい
るリメディアル教育の対象が、それぞれ英語による専門
科目が受講できるほどの英語能力をすでに持っていると
いう上層大学の学生、英語能力が不足しているリメディ
アル教育が必要という下層大学の学生を想定して想定し
ていると推測できる。だが、日本の大学の大半を占める
という中堅層大学がその二極の間に位置しており、そう
いった機関では、英語による専門科目を受講するのに必
要な英語能力をまだ取得していないが、基礎は取得済み
でリメディアル教育が不必要な学生がほとんどである。
日本の教育政策の施行の際に、トップダウンな姿勢がと
られ、上層大学を模倣する形で、教育政策が中堅層大学 ・
下層大学にも届くということになるが（Kitagawa & Oba, 
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2010；山田，2009）、二極化が深刻になった現在の変わり
つつある大学教育環境ではもうすでに機能していない。
　一つの問題は、新しい英語教育政策が作られている中、
政策を施行するための補助的な試みが見られないことに
ある。文部科学省がコミュニケーションを中心とする英
語教育を、初等教育 ・ 中等教育に推進している中、政策
を施行しないといけない教員の支持を、政策の一環とし
て包括していないために、政策に対する責任が十分に取
られていないことがすでに指摘されている（Tahira, 
2012）。同様なことが高等教育に対しても説明でき、施行
のみならず、その施行を果たすための取り組みも、大学
自体が行うというのが現状である。しかし、助成金の確
保が、文部科学省の政策を施行することに縛り付けられ
ているため、政策に応じないという選択肢は、多くの大
学には用意されていない。
　私立大学への助成金を受給するために必要条件として
下されている「私立大学等改革総合支援事業」では、「グ
ローバル化」という部門で助成を受けるための評価得点
は、86点満点であったが、その条件として外国語による
シラバスを公開していること（４点）や、外国語による
学位プログラムが用意してあること（５点）といったこ
とで評価された（文部科学省，2019）。つまり、助成金を
受け、グローバル化を進展させるために、そもそもグロー
バル化を進展していないといけないということになる。
こうして、評価得点が、助成金に依存する大学の目標に
すり替わり、当該年度内に適合条件を満たすために短時
間で対応するようになっている。その結果として、Google
翻訳によるシラバスの英語化といった、決して望ましい
とはいえない形での対応も見られ、各機関が、どうやっ
て ・ どこまで文部科学省の政策に応じられるのかを素早
く判断することが強いられている。その対応に追われて
いる中堅層大学の場合、そういった試みが手探りに近い
状況であることも多く、可能性がたくさん潜んでいる、
潜在的能力を持ち合わせている中堅層大学の学生の能力
を十分に発揮していない可能性がある（金井，2014）。例
えば、英語による専門科目は、上記の得点では３点と評
価されるが、それが多くの大学のニーズには合致してい
ないといえそうだ。一方で、以前からの試みながら効果
的だといえる（飯野 ・ 稲葉 ・ 大原，2015；椿本 ・ 大塚 ・
高橋 ・ 美馬，2012）チュートリアルや英語ラボといった
試みが、まったく評価されておらず、得点の確保にはつ
ながらない。
　明確なビジョンを持った、一貫したカリキュラムを計
画していくために、英語教育政策が、大学における多様
なニーズにどう順応させることができるかを検討するこ
とが、緊急問題になっていることが明らかである。本研
究では、教員自身が、文部科学省の英語教育政策をどう
理解し、どう捉えているのかを明らかにし、⑴英語教育

関連教員と、文部科学省の英語教育の目標の捉え方には
どのようなギャップがあるのか、⑵英語教育政策が、中
堅層大学のニーズにより適したものにできるのにはどの
ような方法があるのかを、検討する。そのために、日本
の首都圏にある某大学「大学Ｘ」をケーススタディーと
して取り上げ、そこで実施した調査結果を報告する。下
記で明らかになるように、⑴教員が必ずしも文部科学省
の英語教育政策に自信を持っているとは限らない、⑵英
語教員の孤立で文部科学省の政策を施行することが困難
になっている。調査の結果を踏まえ、本論文の最後に、
中堅層大学における英語教育の政策の施行状況を改善す
る提案もする。

方　法
　2018年より、⑴教員が文部科学省の英語教育政策をど
れほど意識しているのか、⑵その政策の自身の所属機関
への適切性をどう評価しているのか、⑶文部科学省に、
現場の声が届いていると感じるのか、という３点を究明
するために、筆者が工藤紅およびサミュエル＝ローズと
ともに、英語教育に関する研究プロジェクトを大学Ｘに
て実施してきた。大学Ｘは、首都圏にある１万人規模の
中堅層の私立大学である。Benesse Corporation（2018）
の計算に基づき、大学Ｘの偏差値は学部によって42点～
64点という幅となっており、１つの学部を除き、基本的
に50点が目安だというボーダーフリー大学以上の偏差値
を保っている（山田，2009）。本プロジェクトは、2017年
より開始され、広義な捉え方で英語教育に携わる教員同
士の関係を深めることを目的とした。段階的、⑴教員を
対象とするアンケート調査、⑵教員を対象とするインタ
ビュー、⑶学生に対するアンケート調査、⑷結果に基づ
いた具体的な授業工夫や情報共有の場を提供することを
目的とした。本論文では、2018年の秋に実施した⑴の結
果を報告する。
　調査票は40問（年齢や学歴に関する質問８問および英
語教育５点尺度の問28問 ・ 自由記述式の問４問）から構
成された。５点尺度の問は、⑴教員同士の関係性、⑵入
学前教育の状況 ・ 必要性、⑶大学Ｘにおける英語教育、
⑷日本における英語教育政策、という４組の問からなっ
た。本論文では、主たるテーマに沿って⑷の結果を中心
にして考察を行うが、政策の施行には他教員の協力が不
可欠であるため、⑴の結果にも触れる。
　調査は、大学Ｘに正規雇用という形態で勤務している
英語教育関連科目の担当教員（以降、「英語教員」）を全
14人対象に実施された（女性：８人、男性：６人）。全学
部のカリキュラムでは、英語が必修科目とされているが、
正規雇用の英語教員がいない学部もあることからも読み
取れるように、大学Ｘは多くの大学と同様に非常勤講師
に依存している。実際に、非常勤講師への依存度はとく
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に語学教育において著しく高いことがすでに指摘されて
おり（中鉢，2013等）、現場で、自身の教授法を通して政
策の施行に大きくかかわっていることを考えると、本来
ならば非常勤講師も、調査の対象にすべきだろう。今回
は、プロジェクトの初段階的調査であるため、政策の施
行に向けて実際にカリキュラムの計画と指導に携わって
いる正規雇用の教員のみを対象としたが、非常勤講師と
の差について、考察で改めて検討する。なお、参加への
負担 ・ 障壁を極力最低限にするために、調査票を日本語 ・
英語の両言語を掲載し、記述項目に関しても、好きな言
語で答えるように指示した。
　実施時に大学Ｘに勤めていた専任教員のちょうど半分
が無期の正規雇用であり、残りは契約付きという有期雇
用、つまりいわゆる特任教員であった。近年までは、大
学教員のポストの多くが最初から無期雇用である傾向が
あったが、有期雇用が増加しているようだ（川島 ・ 山下 ・
川井，2016）。北米で見られる大学における終身雇用とい
うテニュア制度を導入している大学も増えており、文部
科学省の方針の一つとなっているが（保坂，2014）、多く
の大学では、審査を経て任期満了後の任期なし雇用に移
行するという、テニュアに準ずるパターンが見られる（川
島 ・ 山下 ・ 川井，2016）。無期雇用なのか、有期雇用なの
かが、大学の組織への浸透性と、教員が施行するカリキュ
ラムへの継続性に影響を及ぼすことがあると考えられる
ため、重要な要因だといえる。協力者の大半（９人）が
日本人であり、30年以上勤めてきた２人を除き、大学Ｘ
への平均雇用年数が5.17年であった。大学Ｘが、大半の
専任教員の初めてのフルタイムとしての就職先であった。

結果 ・ 考察
文部科学省による英語教育政策に対する知識と理解
　文部科学省の英語教育政策に対する理解が、平均して
3.29（SD= 0.85）となったことから読み取れるように、
協力者が文部科学省の政策に対して詳しいという自覚を
持っておらず、文部科学省の政策が、大学Ｘのカリキュ
ラムに取り入れられているのかに関しても、やや否定的
のようだ（M = 2.79，SD = 0.58）（表１）。文部科学省の
政策発表が主に政府より白書またはプレゼンテーション
によって発表されているが、政策に関する情報が、ニュー
スレターや文部科学省主催のファカルティー ・ デベロッ
プメント ・ フォーラムといった公的でアクセスしやすい
手順によって組織的に現場の教員には伝達していない。
白書を片っ端から探す以外、文部科学省の政策をまとめ
た二次的な資源（新聞記事、関連学会におけるワーク
ショップ）等で情報を入手する外ならず、必ずしも正確
かつ最新な情報源ではない可能性がある。日本語を母語
としない教員の場合、言語的障壁で文部科学省の政策に
関する情報を入手することがことに困難だろう。これら

の事実が、文部科学省が共有している情報量に対する否
定的な評価の裏返しと解釈できる（M  =  2.21，SD  = 
0.80）。また、こういった障壁が、政策に対する決定権を
発揮することも妨げていると予想でき、教員の考えや経
験が、文部科学省によって評価されているとは感じにく
くしているようだ（M = 2.23，SD = 0.83）。文部科学省
の積極的な広報活動が、英語教育の政策における重要な
問題であることがすでに指摘されており（Tahira, 2012）、
本調査でも、それと合致した結果となっている。

表１　文部科学省の政策に対する理解度

ポリシーとカリキュラムに関する問 M SD
文部科学省の英語教育の政策について十分に
理解している。 3.29 0.85

大学Ｘのカリキュラムは文部科学省の英語教
育の政策を反映している。 2.79 0.58

自分の学部学科には、入学の時点から英語学
習の明確な達成目標がある。 2.71 1.14

文部科学省の英語教育の政策は大学Ｘで実現
可能である。 2.64 0.93

文部科学省の英語教育の政策は今の日本に適
切である。 2.36 0.93

文部科学省の情報は英語教員に十分に伝わっ
ている。 2.21 0.80

文部科学省は英語教員の考えや経験を尊重し
ている。 2.23 0.83

学生のグローバル人材としての育成が、英語
学習の重要な目標である。 3.86 1.03

学生のグローバル人材としての育成が、大学
Ｘの英語教育の現実的な目標である。 3.21 1.05

注　１＝まったくそう思わない、５＝非常にそう思う

　一方、英語教育のカリキュラムを大きく改編する、組
織的な障壁も見られる。新しい科目の追加や、現在提供
している科目の変更をするのには、学則も改正し、大学
の認可に問題をきたさないよう、文部科学省に報告する
必要が出てくる。十分な検討をなされていないカリキュ
ラム変遷が、これによって抑制できるが、結果的に、本
格的なカリキュラム改編が求められても、なかなか施行
には移せない。ところが、助成金の受給条件を果たすた
めに同年度以内に対応が求められる場合もある。とくに
教育政策が十分に検討されていない、また次年度変更さ
れる可能性がある、等と見られた場合、カリキュラム改
編を先送りする可能性が高まる。結果的に、現存のカリ
キュラムの構造の中でも実行できる対応にとどまる。入
学時に、カリキュラム上の明確なビジョンが学部内で持
たれているかについて、やや否定的な結果が見られたこ
とも、その裏返しだろう（M = 2.71，SD = 1.14）。つま
り、現在の英語教育政策を反映させた、ビジョンのある
カリキュラムを作り出すために必要な構造的な改編をも
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たらすよりも、学則の改正を要しない「覚書」の作成や、
科目の題名を変えず、内容だけ変えるといったような、
その場しのぎのやり方で対応する可能性が出てくる。文
部科学省が、三つのポリシー（アドミッションポリシー、
カリキュラムポリシー、ディプロマポリシー）の透明化 ・
強化を求めている中（田邊，2019）、説明責任が果たせな
いその場しのぎの対応法の問題がさらに深刻になるかも
しれない。
　現在の英語教育政策に自信がないことも、カリキュラ
ムを改編することに対する抵抗を起こしている可能性が
ある。協力者は文部科学省の政策が現代日本には適切な
のかどうかに対してやや否定的な態度を示しており（M 
= 2.36，SD = 0.93）、大学Ｘには現実的であることにつ
いても、やや否定的であった（M = 2.64，SD = 0.93）。
一方、グローバル人材の育成を英語学習の重要な目標と
してやや肯定的に評価する傾向が見られる（M = 3.86，
SD = 1.03）ことより、現在の英語教育政策の内容そのも
のに対して否定的ではないことが示されている。つまり、

「文部科学省の政策」として枠づけると、否定的な態度が
見られるのに対し、英語教育に対する考え方そのものが、
文部科学省の政策とはそれほど乖離していないようだ。
しかし、グローバル人材の育成が、大学Ｘにおける現実
的な目標であるかという問に対する評価はそれと比べや
や低い結果となったため（M = 3.21，SD = 1.05）、政策
の内容には肯定的であっても、その施行に対する疑問が
見られる。

大学における人間関係に対する評価
　文部科学省の英語教育における大きな目標の一つは、
英語による専門科目の設置増加である。そのため、英語
教育に携わる教員以外にも協力と理解が得られる必要が
あり、他専門の教員との関係が、文部科学省の英語教育
政策の施行には大きくかかわっている。とくに他専門の
教員が、英語科目の教員と協力し合うことに肯定的であ
ることが、重要になってくるだろう。大半の協力者が、
同じ学部学科には相談できる同僚がいると感じ（M  = 
4.14，SD =  0.95；表２）、他教員との関係が十分に構築
できていると肯定的に報告している（M  =  3.93，SD  = 
0.83）。しかし、英語教育に対する他教員からの支持に対
しては、否定的でも肯定的でもなく（M  =  3.00，SD  = 
1.27）、自身の学部学科内では英語教育が重視されている
のかについてもやや否定的であった（M  =  2.86，SD  = 
1.29）。これらの結果が一見やや矛盾しているようだが、
英語科目教員と他専門教員の関係が、個人レベルでは問
題なく構築されているが、組織的なレベルではまだ十分
ではないところがあることが示されているだろう。個人
として他専門の教員が協力的であると感じられても、英
語教育が学部単位のカリキュラムには埋め込められてい

ない可能性が示されているが、そうであれば、現代の英
語教育政策を適切に施行する障壁になっているだろう。

表２　英語教育関連教員と他の教員との関係

教員間関係に関する問 M SD
自分の学部学科では英語教育の専任教員が足
りている。 2.86 1.35

自分の学部学科は英語教育の非常勤講師に大
きく依存している。 3.64 1.08

自分の学部学科の他教員との関係性が良好で
ある。 3.93 0.83

自分の学部学科には相談できる教員がいる。 4.14 0.95

自分の学部学科の他教員は英語教育への関心
度が高い。 3.07 1.27

自分の学部学科では英語教育の発展への協力
体制が整っている。 3.00 1.27

自分の学部学科では英語教育が重視されてい
る。 2.86 1.29

他学部の英語教員と頻繁にやり取りをしてい
る。 2.43 1.09

他学部の英語の専任教員とはもっと交流がし
たい。 4.21 0.80

注　１＝まったくそう思わない、５＝非常にそう思う

　一方、他学部の英語教育に携わる教員との交流頻度に
ついては、やや否定的な結果が得られた。英語教育に対
するニーズが高まっている中、原則として担当者が学部
所属になっているため、英語教員間の交流が持たれにく
いというのが、日本の大学における英語教育の特徴の一
つだといえるだろう。無期の正規雇用で雇われている英
語教員の人数が大学Ｘにおいて少なく、一人もいないと
いう学部もあるのだが、その結果か、自身の学部におけ
る英語教育の専任教員が足りているという問いの結果が
やや否定的であった（M = 2.86，SD = 1.35）。反対に、
非常勤講師への依存度がやや高いと感じられているよう
だ（M = 3.64，SD = 1.08）。他学部の英語教育の教員と
の交流が持たれれば、サポート体制が充実しているよう
に感じられると推測できるが、他学部の英語教育の教員
との交流度はやや低いようだ（M = 2.43，SD = 1.09）。
これは、関心がないからではないことは明らかであり、
他学部の英語教員と交流をより多くしたいと感じている
教員が多いようだ（M = 4.21, SD = 0.80）。
　英語教員の日本の大学における孤立は、英語教育の脱
中心化によるともいえる。1991年に大学設置基準改定が
緩和されたのち、一般教養系の科目が、教養部によって
受けるものではなく、各学部の請負となった（冠野，
2001）。大学Ｘもそうだが、教養部の解体にともない、英
語関係の教員が他学部にも所属変更となり、場合によっ
て、その調整で自身の専門とは関係のない学部所属に移
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らざるを得なくなった。その反面、英語が専攻ではない
学部学科も、自ら英語の授業を開設することになったた
め、英語が専攻ではない学部が、英語教育にかかわる教
員の重要な就職先になったわけであり、研究職が少なく
なっている今日、選べるとは感じられない教員も多いだ
ろう。
　上記の変更に伴った肯定的な変化の一つは、いわゆる
content based instruction（内容重視型授業法）が重視さ
れるようになった今日、英語教育の専門家が、専門では
ない学部に所属することにより、他専門の教育者と交流
を持つことが日常化し、学部にあったよりよいカリキュ
ラムを計画していける、共同できる場が生まれたといえ
る。別の機会により詳細に分析する必要があるが、実際、
本研究のフォローアップで実施したインタビューで、自
分の専門ではなくても、英語学習だけではない、専門的
な内容を含んだ授業も担当する機会が増えたことを、教
養部の解体の利点として解釈している教員もいることが
分かった。しかし、英語教員が、他の英語教員との交流
が持ちにくい環境だともいえ、孤立感が生まれる可能性
も十分にある。
　語学が、専門的学習と比べて中心的 ・ 重要ではないと
いう考え方も見られる中（Byram & Risager, 1999）、同
じ学部の一員であっても、他専門の教員が英語教育の積
極的な支持者 ・ 協力者になるとは限らない。教養部の解
体の目的の一つは、学部担当にすることにより個性を生
み出すという大網化であったが、教養部の解体から10年
経った2001年の時点でも、教養部経験者の教員の方が、
一般教養科目を担当する割合が、そうではない（＝専門
の）教員よりも高かった（冠野，2001）。日本の大学にお
ける英語教育が、表面的に内容重視型授業法になってい
ても、実際は従来の暗記重視型授業法に依存している（平
井，2015）ことも、この事情とかかわっている可能性が
あるだろう。この状況を改善するために、英語教育を、
専門教育と同様に評価すべきものであるという理解の促
進が必要であるが、組織レベルでも、英語教員の学部間
交流等ができる場や連絡網を構築していくことも重要だ
ろう。

結　論
　本調査で示されたように、英語教育政策が必ずしもそ
の政策によって最も影響を受ける英語教員に十分に伝わっ
てこないことがある。大学Ｘのような中堅層の私立大学
では、現場と政策のずれで関心が持たれがたいという予
測も可能だろう。いうまでもなく、１校のみを対象にし
たため、本研究によって得られた結果がどこまで一般化
できるのかという疑問は否定できず、英語教育政策に対
する理解の問題が、中堅層の私立大学であることによる
ことだとも、このデータだけではいえないだろう。今後、

こういった点を熟考するために、他の大学も対象にし、
調査の範囲を拡張することも不可欠である。しかし、１
校の大学に焦点を当てることにより、その機関内の特徴
を充分に踏まえた分析も可能となり、その大学の実践的
習慣が、結果をどれほど裏付けているのかも、予想しや
すい。また、今後現在実施を進めているインタビュー調
査との比較を行うことにより、本研究で示唆された解釈
が適切かどうかも確認できる。いずれの場合でも、英語
教員の孤立や、政策に関する情報の共有問題は、大学Ｘ
というよりも、教養部の解体や、文部科学省の情報共有
に対する消極的なスタンスといった制度的な欠格によっ
て発された問題だという解釈も妥当に思われる。英語の
基礎的な支援も、次のレベルへの向上的支援の二方向に
も引っ張れる傾向が強い中堅層大学と違い、入学の時点
で学術能力が十分に蓄えている学生が多い上層大学では、
向上心の高いカリキュラム設計がしやすいとも考えられ、
中堅層大学では、カリキュラムにおける迷いが発生しや
すいとも予想できる。
　Bolitho（2012）が報告するように、トップダウンによ
る英語教育政策は日本のみの特徴ではなく、多くの国の
英語教育に見られる傾向である。そう考えると、英語教
育政策の設計のみならず、その情報網の在り方も再検討
する必要があるともいえそうだ。また、本調査の結果に
より文部科学省が、英語教育政策に対する理解を深める
ために実施できる取り組みも示唆されている。最重要な
のは、教員向けに情報を提供することを強化することで
あり、ことにアクセスしすい ・ わかりやすいように、英
語教育政策を概説する専属のウェブサイトを作成するこ
とだろう。本調査の結果をより正確に解釈できるよう、
現在、研究チームでプロジェクトの二段階目として本調
査の協力者に改めてインタビューを実施している。その
一環で、実際に英語教育政策に関する情報をどう入手す
るのかを尋ねているが、新聞や学会等、文部科学省経由
ではなく、二次的資源を通して入手する傾向があるよう
だ。そのため、必ずしも正確な情報を入手しているとは
限らない。
　また、情報提供の際にし、他分野と比べ、英語教員が
多様性に豊富であり、自身の言語的ニーズが全員同一で
はないため、多言語（英語）による提供がことに重要だ
と考えられる。現在、文部科学省のウェブサイトには英
語版が確かにあるが、省略的である他にも、英語教育に
関する政策をまとめて提供するものはその中にはなく、
日本語でも英語でも、該当するページを見つけるのが困
難である。また、文部科学省が、自ら英語教育のファカ
ルティ・デベロップメントを強化するためのワークショッ
プを開始することも一つの手であるが、これがやや難し
くても、大学側や関連のある学会側等で、そういったワー
クショップを提供するための支援をすることも重要だろ
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う。そういったワークショップがいうまでもなく、現場
の訓練に役立つが、ワークショップ自体が、英語教育に
携わっている教員 ・ 研究者が触れ合え、交流ができる場
になるだろう。文部科学省自体が、開催した場合、さら
に教員が自分たちの考えを届ける場としても活用でき、
かなり関心が持たれるだろう。
　一方、大学の中でも英語教員の学部間交流を親睦する
場を設ける必要があることも十分に伝わっただろう。同
様に、英語教員ではない、他専門の先生との関係を強化
し、互いの理解を深める必要がある。業務 ・ 授業等の負
担が重い中、さらなる活動を要求することが現実的では
ないかもしれないが、ネイティブ教員 ・ 非ネイティブ教
員、英語教員 ・ 英語科目の担当ではない教員、広く捉え
た関係者が全員誠心誠意に話ができる場を設けることこ
そが、英語教育政策が各現場のニーズにいかに合わせら
れるのかを検討し、ビジョンのある、統一感のあるカリ
キュラムを開発するのに不可欠だろう。また、大学の組
織に参加し、カリキュラムを作る委員会や、大学の評価
にかかわる点検関係の委員会等でも、文部科学省に求め
られている〈英語教育像〉に比較的詳しいはずの常勤講
師でも、政策について決して詳しくはないことを踏まえ
ると、現場で英語教育に大きく貢献している非常勤講師
にまったく同じ調査を実施した場合、より低い評価となっ
た可能性が高い。
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